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2017年12月期第1四半期 決算説明会



連結業績ハイライト （損益計算書）
（単位:百万円）

2

増減額 増減率

売上高 1,108 258 203 △ 54 △21.1％

売上原価 554 97 115 17 17.9%

販売費及び
一般管理費 677 197 169 △ 27 △14.0％

営業利益 △ 123 △ 37 △ 81 △ 44 ―

経常利益 △ 132 △ 37 △ 82 △ 44 ―

親会社株主に帰属する
当期（四半期）純利益 △ 384 △ 38 △ 85 △ 46 ―

2016年
累計

2016年
１Q累計

2017年
１Q累計

前年同期比



セグメント別売上高 四半期推移

住宅・不動産関連ポータル事業 インターネット広告代理事業 その他（プロパティ事業、医療サイト事業）

（単位:百万円）
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人件費 広告宣伝費 外注費 販売用不動産原価 その他

費目別総コスト（売上原価及び販管費）四半期推移

（単位:百万円）
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2017年12月期第１四半期 損益概要

売上高は、前年同期比 54百万円減少（△21.1％）。

◆ 住宅・不動産関連ポータル事業は、
前年同期比63百万円減少（ △34.6％ ）

＞ポータルサイト「O-uccino」への広告掲載収入が減少

◆インターネット広告代理事業は、
前年同期比33百万円減少（△ 53.4％ ）

◆プロパティ事業は、
前年同期比41百万円増加（+ 305.8％）
＞販売用不動産の売却による一時的な増加

上記の結果、営業利益は前年同期比 44百万円減少。
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連結業績ハイライト（貸借対照表）
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（単位:百万円）

2016年
12月末

2017年
３月末

前期末増減 主な要因

流動資産 1,739 1,600 △ 139

固定資産 27 40 12

資 産 1,767 1,640 △ 126

負 債 437 379 △ 58

純資産 1,329 1,261 △ 68

負債及び
純資産

1,767 1,640 △ 126

・販売用不動産の減少
・売掛金、現金及び預金の減少

・本社移転に伴う差入保証金の増加

・未払金、未払法人税等の減少
・返済に伴う⾧期借入金の減少

・新株発行による資本金・資本剰余金の増加
・親会社株主に帰属する四半期純損失による

利益剰余金の減少
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今期の事業の方向性



メディア
（不動産ポータルサイト）

のリニューアル

メディア
（不動産ポータルサイト）

のリニューアル

今期の事業の方向性

「超」富裕層への
新サービス

「超」富裕層への
新サービス

住まいの
プランニングサービス

住まいの
プランニングサービス不動産TECH不動産TECH
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事業の方向性 1

メディア（不動産ポータルサイト）
のリニューアル

メディア（不動産ポータルサイト）
のリニューアル

物件数増 カスタマイズ
検索（UI・UX) コンテンツ増
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◆サイトリニューアル
・７月より随時、女性にやさしく

◆仲介領域・売却査定
・7月より業界最安値の掲載料で

物件数・取引社数を拡大

事業の方向性 1

第一弾

10



2017年３月 オウチーノ調べ （アンケート詳細:住宅購入経験者（3年以内）225人 下段の％は５段階でTOP2BOXの合計)

60.5％が女性主導 53.8％が男性主導50.7％が女性主導 53.3％が女性主導

住まい探しは女性が主体で動く場合が多い

女性がメインで進める
56％

男性がメインで進める
44％

物件探し 内覧 ローン
諸経費選定 契約

どちらがメインで
住まい選びを進めますか?
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参考



事業の方向性 ２

不動産TECH不動産TECH

◆不動産情報、売買に関わる課題をテクノロジーで解決

◆５月１日CTO就任
・CTOクラスのエンジニアを引き続き採用予定
・社員数の約30％をエンジニアへ

12



㈱ Seven Signatures Internationalを完全子会社化

Trump International Hotel 
Waikiki Beach Walk

The Ritz-CARLTON Presidences
Waikiki Beach 

「超」富裕層への新サービス「超」富裕層への新サービス

事業の方向性 ３

事業内容

◆ハワイ等ラグジュアリーレジデンス中心の不動産仲介事業
◆コンシェルジュ事業

実績
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国内の「超」富裕層マーケットは拡大（１）

（出所）NRI富裕層アンケート調査(2016年）https://www.nri.com/jp/news/2016/161128_1.aspx 14

参考

図1:純金融資産保有額の階層別にみた保有資産規模と世帯数



国内の「超」富裕層マーケットは拡大（２）

（出所）NRI富裕層アンケート調査(2016年）https://www.nri.com/jp/news/2016/161128_1.aspx 15

参考

図2:純金融資産保有額の階層別にみた保有資産規模と世帯数の推移
（2000年～2015年の推計結果）



『住まいソムリエ』を進化
住まい周りの個別相談サービス

住まいのプランニングサービス住まいのプランニングサービス

事業の方向性 4

専門性の高い人材の採用

宅地建物取引士宅地建物取引士

司法書士司法書士

建築士建築士

公認会計士公認会計士 弁護士弁護士

トータル・ライフ・コンサルタント
（生命保険協会認定FP)

トータル・ライフ・コンサルタント
（生命保険協会認定FP)

損害保険トータルプランナー損害保険トータルプランナー

インテリアデザイナーインテリアデザイナー

ホームステージャーホームステージャー
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メディア事業

不動産TECH

「超」富裕層への
新サービス

住まいの
プランニング

サービス

・マーケティング

事業シナジー

新サービス

・顧客満足の
ノウハウ
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・カスタマイズ ノウハウ

・テクノロジー



その他の取り組み

コスト削減コスト削減

◆広告宣伝費の削減（4月～）
◆本社事務所の移転（4月）
◆名古屋支社の閉鎖（2月）

注力事業の見直し注力事業の見直し
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◆医療サイト事業を譲渡
→㈱アイフラッグに会社分割により継承
（2017年5月1日効力発生）



本資料に記載された情報や業績予想等の将来見通しは、資料作成
現時点において入手可能な情報及び当社が合理的と判断した一定の
前提に基づいて作成されております。

今後、経営環境の変化等の事由により実際の業績や結果とは異な
る可能性があります。

【【 本資料及び当社IRに関するお問い合わせ先 】
株式会社オウチーノ 経営管理部 IR担当

Tel : 03-5402-6887（代表）
Mail: ir@o-uccino.jp
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